
（ 炉）  

第３ 条 炉の位置及び構造は、 次に掲げる 基準によ ら なければなら ない。（ う ）（ せ）  

⑴ 削除（ ひ）  

⑵ 可燃物が落下し 、 又は接触する おそれのない位置に設ける こ と 。  

⑶ 可燃性のガス 又は蒸気が発生し 、 又は滞留する おそれのない位置に設ける こ と 。  

⑷ 階段、 避難口等の付近で避難の支障と なる 位置に設けないこ と 。（ う ）（ か）  

⑸ 燃焼に必要な空気を 取り 入れる こ と ができ 、 かつ、 有効な換気を 行う こ と ができ る 位置に設

ける こ と 。（ う ）（ せ）  

⑹ 屋内に設ける 場合にあつては、土間又は不燃材料のう ち金属以外のも ので造つた床上に設け

る こ と 。 ただし 、 金属で造つた床上又は台上に設ける 場合において防火上有効な措置を 講じ た

と き は、 こ の限り でない。（ う ）（ せ）（ ひ）  

⑺ 使用に際し 火災の発生のおそれのある 部分を 不燃材料で造る こ と 。  

⑻ 地震その他の振動又は衝撃（ 以下「 地震等」 と いう 。） によ り 容易に転倒し 、 亀裂し 、 又は

破損し ない構造と する こ と 。（ う ）  

⑼ 表面温度が過度に上昇し ない構造と する こ と 。  

⑽ 屋外に設ける 場合にあつては、風雨等によ り 口火及びバーナーの火が消えないよ う な措置を

講ずる こ と 。ただし 、第 1 8 号の２ アに掲げる 装置を 設けたも のにあつては、こ の限り でない。

（ せ）  

⑾ 開放炉又は常時油類その他こ れら に類する 可燃物を 煮沸する 炉にあ つては、その上部に不燃

性の天蓋及び排気ダク ト を 屋外に通ずる よ う に設ける と と も に、火粉の飛散又は火炎の伸長に

よ り 火災の発生のおそれのある も のにあ つては、 防火上有効な遮蔽を 設ける こ と 。（ う ）（ せ）

（ ひ）  

⑿ 溶融物があふれる おそれのある 構造の炉にあつては、あふれた溶融物を 安全に誘導する 装置

を 設ける こ と 。（ せ）  

⒀ 削除（ か）  

⒁ 熱風炉に附属する 風道については、 次によ る こ と 。  

ア 風道並びにその被覆及び支わく は、 不燃材料で造る と と も に、 風道の炉に近接する 部分に

防火ダン パーを 設ける こ と 。  

イ  炉から 前アの防火ダン パーま での部分及び当該防火ダン パーから ２ メ ート ル以内の部分

は、建築物等の可燃性の部分及び可燃性の物品と の間に 1 5 セン チメ ート ル以上の距離を 保

つこ と 。 ただし 、 厚さ 1 0 セン チメ ート ル以上の金属以外の不燃材料で被覆する 部分につい

ては、 こ の限り でない。（ か）  

ウ  給気口は、 じ んあ いの混入を 防止する 構造と する こ と 。  

⒂ 薪、 石炭その他の固体燃料を 使用する 炉にあつては、 たき 口から 火粉等が飛散し ない構造と

する と と も に、 ふたのある 不燃性の取灰入れを 設ける こ と 。 こ の場合において、 不燃材料以外

の材料で造つた床上に取灰入れを 設ける と き は、 不燃材料で造つた台上に設ける か、 又は防火

上有効な底面通気を はかる こ と 。（ う ）（ か）（ せ）  

⒃ 削除（ か）  

⒄ 灯油、 重油その他の液体燃料を 使用する 炉の附属設備は、 次によ る こ と 。（ う ）（ か）（ せ）  

ア 燃料タ ン ク は、 使用中燃料が漏れ、 あふれ、 又は飛散し ない構造と する こ と 。  



イ  燃料タ ン ク は、 地震等によ り 容易に転倒又は落下し ないよ う に設ける こ と 。  

ウ  燃料タ ン ク と たき 口と の間には、 ２ メ ート ル以上の水平距離を 保つか、 又は防火上有効な

遮蔽を 設ける こ と 。 ただし 、 油温が著し く 上昇する おそれのない燃料タ ン ク にあつては、 こ

の限り でない。（ ひ）  

エ 燃料タ ン ク は、 その容量( タ ン ク の内容積の 9 0 パーセン ト の量を いう 。 以下同じ 。 ) に応

じ 、 次の表に掲げる 厚さ の鋼板又はこ れと 同等以上の強度を 有する 金属板で気密に作る こ

と 。  

 

タ  ン  ク  の 容 量 板     厚 

５ リ ッ ト ル以下 0 .6 ミ リ メ ート ル以上 

５ リ ッ ト ルを 超え 2 0 リ ッ ト ル以下 0 .8 ミ リ メ ート ル以上 

2 0 リ ッ ト ルを 超え 4 0 リ ッ ト ル以下 1 .0 ミ リ メ ート ル以上 

4 0 リ ッ ト ルを 超え 1 0 0 リ ッ ト ル以下 1 .2 ミ リ メ ート ル以上 

1 0 0 リ ッ ト ルを 超え 2 5 0 リ ッ ト ル以下 1 .6 ミ リ メ ート ル以上 

2 5 0 リ ッ ト ルを 超え 5 0 0 リ ッ ト ル以下 2 .0 ミ リ メ ート ル以上 

5 0 0 リ ッ ト ルを 超え 1 ,0 0 0 リ ッ ト ル以下 2 .3 ミ リ メ ート ル以上 

1 ,0 0 0 リ ッ ト ルを 超え 2 ,0 0 0 リ ッ ト ル以下 2 .6 ミ リ メ ート ル以上 

2 ,0 0 0 リ ッ ト ルを 超える も の 3 .2 ミ リ メ ート ル以上 

 

オ 燃料タ ン ク を 屋内に設ける 場合にあつては、 不燃材料で造つた床上に設ける こ と 。  

カ  燃料タ ン ク の架台は、 不燃材料で造る こ と 。  

キ 燃料タ ン ク の配管には、 タ ン ク 直近の容易に操作でき る 位置に開閉弁を 設ける こ と 。 ただ

し 、 地下に埋設する 燃料タ ン ク にあつては、 こ の限り でない。  

ク  燃料タ ン ク 又は配管には、 有効なろ 過装置を 設ける こ と 。 ただし 、 ろ 過装置が設けら れた

炉の燃料タ ン ク 又は配管にあつては、 こ の限り でない。（ せ）  

ケ  燃料タ ン ク には、見やすい位置に燃料の量を 自動的に覚知する こ と ができ る 装置を 設ける

こ と 。 こ の場合において、 当該装置がガラ ス 管で作ら れている と き は、 金属管等で安全に保

護する こ と 。  

コ  燃料タ ン ク は、 水抜き ができ る 構造と する こ と 。  

サ 燃料タ ン ク には、 通気管又は通気口を 設ける こ と 。 こ の場合において、 当該燃料タ ン ク を

屋外に設ける と き は、 当該通気管又は通気口の先端から 雨水が浸入し ない構造と する こ と 。 

シ 燃料タ ン ク の外面には、さ び止めのための措置を 講ずる こ と 。ただし 、アルミ ニウ ム 合金、

ス テン レ ス 鋼その他さ びにく い材質で作ら れた燃料タ ン ク にあつては、 こ の限り でない。  

ス  燃焼装置に過度の圧力がかかる おそれのある 炉にあつては、異常燃焼を 防止する ための減

圧装置を 設ける こ と 。（ せ）  

セ 燃料を 予熱する 方式の炉にあつては、燃料タ ン ク 又は配管を 直火で予熱し ない構造と する

と と も に、 過度の予熱を 防止する 措置を 講ずる こ と 。（ せ）  

⒅ 液体燃料又はプロ パン ガス 、 石炭ガス その他の気体燃料を 使用する 炉にあつては、 多量の未

燃焼ガス が滞留せず、 かつ、 点火及び燃焼の状態が確認でき る 構造と する と と も に、 その配管



については、 次によ る こ と 。（ う ）（ か）（ せ）  

ア 金属管を 使用する こ と 。 ただし 、 燃焼装置、 燃料タ ン ク 等に接続する 部分で金属管を 使用

する こ と が構造上又は使用上適当でない場合は、当該燃料に侵さ れない金属管以外の管を 使

用する こ と ができ る 。  

イ  接続は、 ねじ 接続、 フ ラ ン ジ接続、 溶接等と する こ と 。 ただし 、 金属管と 金属管以外の管

を 接続する 場合にあつては、 さ し 込み接続と する こ と ができ る 。  

ウ  前イ のさ し 込み接続によ る 場合は、 その接続部分を ホース バン ド 等で締めつける こ と 。  

⒅の２  液体燃料又は気体燃料を 使用する 炉にあつては、 必要に応じ 次の安全装置を 設ける こ

と 。（ せ）  

ア 炎が立ち消えた場合等において安全を 確保でき る 装置（ せ）  

イ  未燃ガス が滞留する おそれのある も のにあつては、点火前及び消火後に自動的に未燃ガス

を 排出でき る 装置（ せ）  

ウ  炉内の温度が過度に上昇する おそれのある も のにあつては、温度が過度に上昇し た場合に

おいて自動的に燃焼を 停止でき る 装置（ せ）  

エ 電気を 使用し て燃焼を 制御する 構造又は燃料の予熱を 行う 構造のも のにあつては、停電時

において自動的に燃焼を 停止でき る 装置（ せ）  

⒅の３  気体燃料を 使用する 炉の配管、 計量器等の附属設備は、 電線、 電気開閉器その他の電気

設備が設けら れている パイ プシャ フ ト 、ピ ッ ト その他の漏れた燃料が滞留する おそれのあ

る 場所には設けないこ と 。 ただし 、 電気設備に防爆工事等の安全措置を 講じ た場合におい

ては、 こ の限り でない。（ せ）  

⒆ 電気を 熱源と する 炉にあつては、 次によ る こ と 。（ せ）  

ア 電線、 接続器具等は、 耐熱性を 有する も のを 使用する と と も に、 短絡を 生じ ないよ う に措

置する こ と 。（ せ）  

イ  炉内の温度が過度に上昇する おそれのある も のにあつては、必要に応じ 温度が過度に上昇

し た場合において自動的に熱源を 停止でき る 装置を 設ける こ と 。（ せ）  

２  炉の管理は、 次に掲げる 基準によ ら なければなら ない。（ せ）  

⑴ 炉の周囲は、 常に整理及び清掃に努める と と も に、 燃料その他の可燃物を みだり に放置し な

いこ と 。（ せ）  

⑵ 炉及びその附属設備は、 必要な点検及び整備を 行い、 火災予防上有効に保持する こ と 。（ か）

（ せ）  

⑶ 液体燃料を 使用する 炉及び電気を 熱源と する 炉にあつては、前号の点検及び整備を 必要な知

識及び技能を 有する 者と し て消防長が指定する も のに行わせる こ と 。（ か）（ せ）  

⑷ 本来の使用燃料以外の燃料を 使用し ないこ と 。  

⑸ 燃料の性質等によ り 異常燃焼を 生ずる おそれのあ る 炉にあ つては、 使用中監視人を 置く こ

と 。 ただし 、 異常燃焼を 防止する ために必要な措置を 講じ たと き は、 こ の限り でない。（ せ）  

⑹ 燃料タ ン ク は、 燃料の性質等に応じ 、 遮光し 、 又は転倒若し く は衝撃を 防止する ために必要

な措置を 講ずる こ と 。（ う ）  

３  入力 3 5 0 キロ ワ ッ ト 以上の炉にあつては、 不燃材料で造つた壁、 柱、 床及び天井（ 天井のな

い場合にあつては、 はり 又は屋根） で区画さ れ、 かつ、 窓及び出入口等に防火戸（ 建築基準法第

２ 条第９ 号の２ ロ に規定する 防火設備である も のに限る 。 以下同じ 。） を 設けた室内に設ける こ



と 。ただし 、炉の周囲に有効な空間を 保有する 等防火上支障のない措置を 講じ た場合においては、

こ の限り でない。（ け）（ せ）（ つ）（ に）  

４  前３ 項に規定する も ののほか、液体燃料を 使用する 炉の位置、構造及び管理の基準については、

第 3 1 条及び第 3 2 条の２ から 第 3 2 条の５ ま で（ 第 3 2 条の４ 第２ 項第１ 号から 第３ 号ま で及

び第８ 号を 除く 。） の規定を 準用する 。（ う ）（ え）（ か）（ け）（ す）（ せ）（ ほ）  

 

条則 

（ 炉等の防火上支障のない措置）  

第４ 条の２  条例第３ 条第３ 項ただし 書に規定する 防火上支障のない措置を 講じ た場合( 条例第３

条の２ 第２ 項、 第３ 条の３ 第２ 項、 第３ 条の４ 第２ 項、 第４ 条第２ 項、 第５ 条第２ 項、 第６ 条第

２ 項、 第７ 条第２ 項、 第７ 条の２ 第２ 項及び第８ 条の２ において準用する 場合を 含む。 ) と は、

次の各号のいずれかに該当する 場合と する 。  

 ⑴ 屋内に設ける も のにあつては、 炉等の周囲に５ メ ート ル以上、 かつ、 上方に 1 0 メ ート ル以

上の空間を 保有する と き 、又は炉等を 設置する 部分に、ス プリ ンク ラ ー設備、水噴霧消火設備、

泡消火設備、 不活性ガス 消火設備、 ハロ ゲン 化物消火設備若し く は粉末消火設備が消防法施行

令( 昭和 3 6 年政令第 3 7 号。 以下「 令」 と いう 。 ) 第 1 2 条、 第 1 3 条、 第 1 4 条、 第 1 5 条、

第 1 6 条、 第 1 7 条若し く は第 1 8 条に定める 技術上の基準に従い、 若し く は当該技術上の基

準の例によ り 設置さ れている と き 。  

⑵ 屋外に設ける も のにあつては、 炉等の周囲に３ メ ート ル以上、 かつ上方に５ メ ート ル以上の

空間を 保有する と き 、 又は不燃材料( 建築基準法( 昭和 2 5 年法律第 2 0 1 号) 第２ 条第９ 号に規

定する 不燃材料を いう 。 以下同じ 。 ) で造ら れた外壁( 窓及び出入口等の開口部に防火戸( 条例

第３ 条第３ 項の 防火戸を い う 。 以下同じ 。 ) を 設け た も の を い う 。 ) 等に 面する と き 。

( け) (し ) ( せ) ( そ)  

 

【 解説】  

 本条は、 炉について規制し たも のである 。  

 条例第３ 条の２ から 第 1 0 条の２ （ 第９ 条及び第９ 条の２ を 除く 。） に規定さ れている 火気設備等

の位置、 構造及び管理の基準については、 おおむね本条が準用さ れており 、 基本と なる 。 ま た、 条例

第３ 条の２ から 第 1 0 条の２ （ 第９ 条及び第９ 条の２ を 除く 。） に規定さ れている 火気設備等以外の

火気設備等の位置、 構造及び管理の基準についても 、 本条が適用さ れる 。  

１  炉の概要 

⑴ 「 炉」 と は、 金属を 加熱し て溶解し たり 、 食品を 加工製造する など のために用いら れる 火気設

備を いい、 工場や作業所等に設置さ れている 焼鈍炉（ やき なま し ろ ）、 焼入れ炉、 溶解炉等の工

業炉から 熱風炉、 せんべい焼炉、 パン 焼炉、 ピ ザ窯当の営業炉、 業務用ふろ がま 等が含ま れる 。 

※ 吸収式温水機のう ち、 機器本体にバーナーを 有する も ので、 冷媒に水、 吸収液に臭化リ チウ ム

水溶液を 使用し 、 吸収冷凍サイ ク ルを 構成し 、 温水ある いは冷水を 送り 出すも のにあっ ては、 炉

と し て取り 扱う 。  

なお、 工業炉は、 工業的プロ セス における 加熱のために使用さ れる 装置を いい、 比較的低温で使



用する も の、セラ ミ ッ ク 用のも の、ガラ ス 熱処理用のも のなど も 工業炉と 本質的に異なる も のでは

ない（ 表３ －１ 参照）。  

※ 吸収式温水機のう ち、 機器本体にバーナーを 有する も ので、 冷媒に水、 吸収液に臭化リ チウ ム

水溶液を 使用し 、 吸収冷凍サイ ク ルを 構成し 、 温水ある いは冷水を 送り 出すも のにあっ ては、 炉

と し て取り 扱う 。  

 

⑵ 熱源の形態については、 以下のと おり 。  

ア 固体燃料（ 薪、 石炭、 炭、 ペレ ッ ト  等）  

イ  液体燃料（ 灯油、 重油、 ガソ リ ン  等）  

ウ  気体燃料（ 都市ガス 、 液化石油ガス  等）  

エ 電気を 熱源と する も の。  

オ 熱媒を 使用する も の。  

 

表３ －１  工業炉の種別 

鉄鋼用炉 

製銑・ 製鋼及び鋳造用炉 

①高炉・ 熱風炉 ②転炉 ③焼結炉 ④混銑

車・ 混銑炉 ⑤アーク 炉 ⑥キ ュ ポラ  ⑦誘導

溶解炉 

圧延・ 鍛造用炉 
①灼熱炉 ②圧延用加熱炉 ③鍛造用加熱炉 

④誘導加熱炉 

熱処理炉 

①焼な ま し 炉 ②調質炉 ③焼ばめ炉 ④ろ

う 付け炉 ⑤浸炭炉 ⑥浸炭窒化炉 ⑦軟窒

化炉 ⑧粉末金属焼結炉 ⑨誘導熱処理炉 

⑩メ ッ キ炉 

非鉄金属用炉 

製錬炉及び溶解炉 

①焼結炉 ②溶焼炉 ③製錬炉（ ａ 溶鉱炉 ｂ

自溶炉 ｃ 反射炉 ｄ 転炉 ｅ 連続製銅炉 

ｆ 電解炉 ｇ 反応炉 ｈ 蒸留炉） ④溶解炉 

（ ａ 反射炉（ アルム ニュ ーム 溶解炉・ 保材炉、

銅溶解炉） ｂ る つぼ炉 ｃ 誘導溶解炉）  

圧延・ 鍛造用加熱炉 ①燃焼加熱炉 ②誘導加熱炉 

熱処理炉 
①焼な ま し 炉 ②調質炉 ③ろ う 付け 炉 ④

拡散炉 ⑤粉末金属焼結炉 

窯業用炉 

溶解炉 
ガラ ス 溶解炉（ ａ る つぼ窯 ｂ タ ン ク 窯 ｃ 電

気溶解炉）  

焼成炉 

①セメ ン ト 焼成炉 ②耐火物焼成炉 ③石灰

焼成炉 ④カ ーボン 焼成炉 ⑤黒鉛化炉 ⑥

陶磁器・ タ イ ル・ 瓦焼成炉 ⑦ニュ ーセラ ミ ッ

ク 焼成炉 ⑧窯業原料焼成炉 ⑨研削材砥石

焼成炉 ⑩ほう ろ う 焼成炉 



ガラ ス 熱処理炉  

化学工業用炉 
石炭化学用炉 

 

 

石油（ 天然ガス ） 化学用炉  

乾燥炉   

産業廃棄物焼却炉   

その他の工業炉   

 

２  炉の建築物等及び可燃性の物品から の離隔距離は、 表３ －２ のと おり である 。 こ の離隔距離は、

火気設備の形状、 構造、 燃料、 燃焼方式によ っ て異なる も のであっ て、 当該設備の周囲にある 可燃

物等に対する 熱的影響及び飛び火など によ る 火災を 防止する ためのも のである 。ま た、こ の離隔距

離のほか、 火気設備本体の点検・ 整備のための距離が必要と なっ てく る 。 点検・ 整備のための距離

と は、 安全装置、 配管、 煙突バーナー等の点検面にあっ ては 3 0 センチメ ート ル以上、 整備を 要す

る 部分にあっ てはその部分から 6 0 セン チメ ート ル以上、 その他の部分にあっ ては、 容易に視認で

き る 空間が必要である （ 図３ －１ 参照）。  

 

表３ －２  

火気設備等又は火気器具等の種別 離隔距離( 単位セン チメ ート ル)  

 入力 上方 側方 前方 後方 

炉 

開放炉 

使用温度が摂氏8 0 0 度以

上のも の 
― 2 5 0  2 0 0  3 0 0  2 0 0  

使用温度が摂氏3 0 0 度以

上8 0 0 度未満のも の 
― 1 5 0  1 5 0  2 0 0  1 5 0  

使用温度が摂氏3 0 0 度未

満のも の 
― 1 0 0  1 0 0  1 0 0  1 0 0  

開放炉以外 

使用温度が摂氏8 0 0 度以

上のも の 
― 2 5 0  2 0 0  3 0 0  2 0 0  

使用温度が摂氏3 0 0 度以

上8 0 0 度未満のも の 
― 1 5 0  1 0 0  2 0 0  1 0 0  

使用温度が摂氏3 0 0 度未

満のも の 
― 1 0 0  5 0  1 0 0  5 0  

 



 

図３ －１  点検・ 整備のための距離 

① 側方に点検空間を 設ける 場合（ ｾﾝﾁﾒ ﾄーﾙ）  ② 上方に点検空間を 設ける 場合（ ｾﾝﾁﾒ ﾄーﾙ） 

 

 

 

 

３  第１ 項は、 炉の位置、 構造について規定し ている 。  

⑴ 第３ 号は、 炉が可燃性のガス（ 当初よ り 気体） 又は蒸気（ 固体又は液体から 発生し た気体） の

引火源と なら ないよ う 規制し たも のである 。「 可燃性のガス 又は蒸気」 と は、 例えば都市ガス 、

プロ パン ガス 、 水素ガス 、 ガソ リ ン 蒸気等のガス 又は蒸気であっ て、 その濃度が燃焼範囲の下限

以上である ガス 又は蒸気を 意味する 。  

   「 発生し 、 又は滞留する おそれのない位置」 と は、 ガソ リ ン 、 シン ナーその他の引火性の高い

危険物の蒸気、 噴霧、 塗布等によ り 可燃性のガス 、 蒸気が発生する 場所や、 こ れら のガス 、 蒸気

又は都市ガス 、液化石油ガス 、水素ガス その他の可燃性ガス が漏れたり し た場合に滞留する おそ

れのある 場所以外の位置を いう 。 し たがっ て、 室内に設ける 場合にあっ ては、 有効な換気装置が

設置さ れていても 、 ガス 又は蒸気が発生する 場所には火気設備の設置は避ける べき である 。  

 ⑵ 第４ 号は、炉から の出火が避難上の障害と なる こ と を 排除し よ う と する も のであ り 、原則と し

て、 階段、 避難口施設から 水平距離５ メ ート ル以上離し て設置する 必要がある 。  

   こ の規定は炉のみなら ず他の火気設備についても 適用さ れる 。ただし 、個人の住居に設置する

場合又は条例第３ 条第３ 項に定める 専用不燃区画室（ 不燃材料で造っ た壁、 柱、 床及び天井（ 天

井のない場合は、 はり 及び屋根） で区画さ れ、 かつ、 窓及び出入口等に防火設備である 防火戸を

設けた室を いう 。 以下同じ 。） に設置する 場合は、 こ れによ ら ないこ と ができ る 。  

   ま た、共同住宅において、給湯湯沸設備等の火気設備を 階段や避難施設付近に設置する こ と も

ある が、設計上避難施設近傍だけプラ ン を 変更する こ と が難し い場合がある ので、気体燃料を 使

用する 火気設備を 設置する 場合で、次に掲げる 基準を すべて満足すればこ れによ ら ないこ と がで

き る 。  

   なお、 こ の他に本条第１ 項第 1 8 号の３ の「 漏れた燃料が滞留する おそれのある 場所」 の取扱

いによ る こ と 。  

  ア Ｐ Ｓ 設置式又は壁組込設置式のガス 機器は、次の( ア )及び( イ )の条件を 満足する 場合は、屋外階

段を 出た正面や、屋外避難階段等の避難口の周囲２ メ ート ルの範囲を 避けた位置に設置する こ

と ができ る 。 ただし 、 １ 住戸の用に供する も のである こ と 。  

( 側方)  

3 0 以上 

ガス 機器 

機器 H＝1 4 0 以上 

( 側方)  

3 0 以上 

 
 
機
器 機器 H＝1 4 0 未満 



   ( ア ) 設置する ガス 機器の条件 

     ガス 用品、液化石油ガス 機器等の基準によ り 安全性が確認さ れたも のであ る こ と 。ただし 、

壁組込設置式ガス 機器は防火性能評定品と し て検査合格し たも のに限る 。  

   ( イ ) 設置場所に対する 条件 

    ａ  設置場所周囲に、 延焼のおそれのある「 可燃材料、 難燃材料又は準不燃材料によ る 仕上

げを し た建築物の部分等」 がないこ と 。 ただし 、 壁組込設置式ガス 機器に用いる 専用ボッ

ク ス は、 防火性能評定の試験によ り 確認さ れた離隔距離で設置する こ と 。  

    ｂ  避難通路と し ての有効幅員が確保さ れている こ と 。  

    ｃ  壁組込設置式ガス 機器を 設置する 外壁は、 防火上及び構造耐力上問題ないこ と 。  

  イ  前記( ア )及び( イ )の条件に加えて、さ ら にガス 機器の前面（ 給排気口の部分を 除く 。） を 鋼製（ メ

ータ 検針窓の部分は網入り ガラ ス ） の扉で覆っ たも のは、 屋外階段を 出た正面や、 屋外避難階

段等の避難口の周囲２ メ ート ル以内にも 設置する こ と ができ る 。ただし 、壁組込設置式ガス 機

器を 設置する 外壁は防火構造でなければなら ない。  

 

< 参考図>  

図３ －２  Ｐ Ｓ 標準設置例 

 

屋外階段の正面又は屋外避難階段の周

囲２ メ ート ルの範囲を 避け た 位置に設

置する 場合に適用する 。  

（ PS 設置式、 壁組込設置式は同一基準） 

 

 

 

ガス 機器 
PS  

PS  標準設置 



図３ －３  屋外階段、 屋外避難階段の標準設置例 

 屋外階段の例 屋外避難階段の例 
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＜参考図＞ 

図３ －４   Ｐ Ｓ 扉内設置例 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

ガス 機器 

 PS  

PS  扉内設置 

鋼製扉

サッ シ 屋外階段の正面又は屋外避難階段の周囲２

メ ート ルの範囲内でも 設置する こ と ができ る 。

（ PS 設置式、 壁組込設置式は同一基準）  



 

図３ －５  階段・ 避難口付近への設置の要点⑴ 

 

適用 
屋外階段の正面又は屋外避難階段の周囲２ メ ート ルの範囲を 避けた 位置

に設置する 場合に適用（ PS 設置式、 壁組込設置式を 設置）  

 

 
 

 
 

 

２ ｍ  
ｗ  

ｗ  

２ ｍ 



 

図３ －６  階段・ 避難口付近への設置の要点⑵ 

 

適用 
屋外階段の正面又は屋外避難階段の周囲２ メ ート ルの範囲内に設置する 場合に適用 

（ PS 扉内設置式、 壁組込扉内設置式、 パイ プシャ フ ト 内設置式の FF 式を 設置）  

 

 
 

 
 

 

２ ｍ  

２ ｍ  



 

⑶ 第５ 号は、炉の燃焼に必要な空気が不足し 、不完全燃焼を 起こ さ ないよ う 燃焼に必要な空気が

十分得ら れる ほか、 換気が行える 位置に設置し なければなら ない旨を 規定し ている 。  

こ れら の規制については、 建基令第 2 0 条の３ 及び「 換気設備の衛生上有効な換気を 確保する

ための構造」（ 昭和 4 5 年建設省告示第 1 8 2 6 号） 等に定めら れており 、 こ れら の規定を 満足し

ていれば、 こ の号の規定は満足する も のである 。  

  ま た、 建築関係法令が適用さ れない場合の燃焼に必要な空気（ 以下「 燃焼空気」 と いう 。） を

取り 入れる 開口部の面積等は、その取入方法及び燃焼種別等に応じ 、次の式によ り 求めた数値以

上と する こ と が必要である 。  

 ア 開口部によ り 燃焼空気を 取り 入れる 場合の開口部（ 以下「 燃焼空気取入口」 と いう 。） の必

要面積。 ただし 、 求めた数値が 2 0 0 平方センチメ ート ル未満と なる 場合は、 2 0 0 平方センチ

メ ート ル以上と する 。  

   Ａ ＝Ｖ ×ａ ×１ ／ｄ  

    Ａ は、 燃焼空気取入口の必要面積（ 単位： 平方セン チメ ート ル）  

    Ｖ は、 炉の最大消費熱量（ 単位： キロ ワ ッ ト ）  

    ａ は、 １ キロ カロ リ ー毎時当たり の必要面積（ 単位： 平方セン チメ ート ル） で燃料種別に

応じ 表３ －３ に示す。  

    ｄ は、 ガラ リ 等の開口率で、 種別に応じ た表３ －４ の数値。 ただし 、 ガラ リ 等を 使用し な

い場合は、 1 .0 と する 。  

 

表３ －３  

燃料種別 ａ  

気 体 8 .6  

液 体 9 .4 6  

個 体 1 1 .1 8  

 

 イ  給気フ ァ ン によ り 燃焼空気を 取り 入れる 場合の必要空気量 

   Ｑ ＝Ｖ ×ｑ  

    Ｑ は、 必要空気量（ 単位： 立方メ ート ル毎時）  

    Ｖ は、 炉の最大消費熱量（ 単位： キロ ワ ッ ト ）  

    ｑ は、 １ キロ ワ ッ ト 当たり の必要空気量（ 単位： 立方メ ート ル毎時） で燃料種別に応じ た

表３ －５ に示す数値 

 

 

 

表３ －４  

ガラ リ 等の種別 ｄ  

ス チールガラ リ  0 .5  

木製ガラ リ  0 .4  

パン チン グパネル 0 .3  



 

表３ －５  

燃料種別 ｑ  

気 体 1 .2 0 4  

液 体 1 .2 0 4  

個 体 1 .8 9 2  

 

 ウ  燃焼空気取入口は、 直接屋外に通じ ている こ と 。 ただし 、 燃焼空気が有効に得ら れる 位置に

設ける 場合にあっ ては、 こ の限り でない。  

  エ 燃焼空気取入口は、床面近く に設ける と と も に、流れ込んだ空気が直接炉の燃焼室に吹き 込

ま ない位置に設ける こ と 。  

  オ 有効な換気を 行う ための排気口は、天井近く に設け、かつ、屋外に通じ ている こ と 。こ れは、

炉の点火直後は、煙突があっ ても 冷却し ている ため十分なド ラ フ ト がなく 、排ガス のすべてを

煙突から 排出でき ず、排ガス が火気設備設置室内にあふれ出る こ と 等がある ため、煙突と は別

に排気口を 設ける こ と を 規定し ており 、大き さ は空気取り 入れ口と 同等以上と する こ と を 原則

と し 、 少なく と も 2 0 0 平方セン チメ ート ル以上のも のを 設ける 必要がある 。 ま た、 排気を 換

気扇等によ る 強制排気と し た場合、容量や静圧が大き すぎる と 室内が負圧と なり 、不完全燃焼

や吹き 返し 等の原因と なる ので、 原則と し て自然排気口と する 必要があ る 。  

 ⑷ 第６ 号は、 炉の底面が接する 部分の材質、 構造に関する 規制であっ て、 炉は土間又は金属以外

の不燃材料で造っ た床上に設ける こ と を 原則と し ている 。床の材料を 不燃材料のう ちでも 金属以

外のも のに限定し ている のは、金属が熱の良導体であっ て使用時に伝熱等によ り 火災等の危険が

生ずる から である 。 こ の場合、 床については、 床面上の炉から 表３ －２ に示さ れた離隔距離内の

床面を さ すも のである 。  

ま た、 ただし 書き の「 防火上有効な措置」 と は、 炉の底面から の熱の伝導、 ふく 射によ る 火災

発生を 防止する ための措置であり 、例えば堅固な架台の上に設け、底面通気を 図る など し て床又

は台の表面温度が摂氏 8 0 度を 超えない構造と する こ と を いう 。こ のよ う な措置を 講じ た場合に

は、金属の不燃材料で造っ た床上又は金属を 含む不燃材料で造っ た台上に設ける こ と と し ても 差

し 支えない。  

 ⑸ 第７ 号は、 炉本体の規制である が、 本体部分については、 その機能上当然のこ と である 。  

「 使用に際し 火災の発生のおそれのある 部分」 と は、 炉の本体部分（ 取付枠、 支持台及び本体と

一体と なっ ている 付属設備を 含む。） の構造すべてを さ すも のである 。ただし 、操作上のつま み、

レ バー、 絶縁材料等で炭化、 着火等のおそれのない部分については、 不燃材料以外の材料と する

こ と ができ る 。 ま た、 のぞき 窓等に使用する ガラ ス は不燃材料と し て扱う こ と と し ている 。  

⑹ 第８ 号は、地震等によ り 亀裂又は破損が生ずる と 、炎又は熱気流が漏れて火災予防上危険と な

る ので、 こ れについて規制し たも のである 。「 地震その他の振動又は衝撃」 と は、 3 0 0 ガル程度



の加速度を 有する 水平振動を いう 。その他の振動又は衝撃と は、機械動によ る 振動又は物の衝突

等によ る 衝撃を 言う 。 ま た、 ｢容易に転倒し 、 亀裂し 、 又は破損し ない構造｣と は、 炉の安全性、

耐震性についての規定であり 、 転倒し ないよ う 基礎、 土台、 脚部を 堅固に造り 、 アン カーボルト

等によ り 固定する と と も に、 地震等によ り 亀裂、 破損し ないよ う 、 特にれんが、 石等の組積造り

のも のは、 炉等の周囲を 金枠で補強し たり 、 鋼板で覆っ たり 、 炉等の外郭を 鉄筋コ ン ク リ ート で

構築する 等堅固な構造を いう 。  

 ⑺ 第９ 号は、原則的には炉の表面温度を 可燃物が接触し ても 発火し ない温度に保つこ と を 要求し

たも のである 。 し かし 、 特に工業用炉においては、 炉の性格上こ のよ う な温度に保つこ と が困難

な場合があり う る 。 こ の場合においては、 通例可能な限度の温度以上になら ないよ う に、 炉の表

面又は内面を けいそう 土、レ ン ガ等で被覆する 等の措置を 講ずれば、本号の違反と はなら ないも

のと し ている 。 こ の場合、 火災発生を 防止する よ う な管理を 厳重に行う こ と が必要である 。 温度

が上昇する 恐れがある 場合は、 過熱防止等の安全装置の設置が必要と なる 。  

⑻ 第 1 0 号は、 ガス 用品の検定等に関する 省令( 昭和 4 6 年通産省令第 2 7 号) 及び液化石油ガス

器具等の検定等に関する 省令（ 昭和 4 3 年通産省令第 2 3 号） に定める 基準と 整合を と っ たも の

である 。  

 ⑼ 第 1 1 号の「 開放炉」 と は、 鋳物工場、 焼入れ工場等でみら れる よ う に、 炉の上面が開放さ れ

ており 、 かつ、 燃焼ガス 等の高温気体、 火粉等を 屋外に導出する 煙突又は煙道を 有し ない構造の

炉を いう 。 本号は、 高温気体、 可燃性のガス 又は蒸気が放出さ れる こ と によ る 火災危険を 排除し

よ う と する も のであっ て、こ のために、炉の上方に傘状の天蓋を 設けて高温気体及び火粉の飛散

を 妨げる と と も に、 こ れを 屋外に導く ための煙突状の排気筒を 設ける よ う 規制し ている 。  

｢防火上有効な遮蔽｣と は、火の粉の飛散並びに接炎を 防止する ための遮蔽板、ついたての類及

び火の粉、伸長し た火炎又は可燃性の蒸気が天蓋から 排気筒へ侵入する こ と を 防止する ための遮

蔽板、 グリ ス フ ィ ルタ ーの類を 設ける こ と を いう 。  

 ⑽ 第 1 2 号は、 溶鉱炉、 鋳物用の溶融炉等金属の溶融炉、 固体の油脂の溶融炉等に関する 規制で

あっ て、 溶融中又は溶融物の取り 出し 等の場合、 溶融物があふれる こ と によ り 、 溶融物自体が着

火し 、 又は周囲の可燃物へ着火する 等の危険を 排除する 目的を 有する も のである 。  

「 溶融物を 安全に誘導する 装置」 と は、あふれた溶融物が周囲の可燃物に接し て出火する のを

防ぐ ため、樋、溝等によ り 安全にためま す等に導く も のを いい、次に示す措置を いう も のである 。  

 ア 容量は、 炉外に流出する おそれのある 溶湯（ 高温の溶融物を いう 。） の全量を 収容でき る こ

と 。 し たがっ て、 予想さ れる 流出状況に応じ て適当な数のためま すを 設ける こ と 。  

 イ  ためま すの形式は、工場の地盤の状態、炉の配置状況がそれぞれ異なる ので形式を 統一する

こ と はでき ないが、 一般的な例は次のと おり である 。  

 

 

 



( ア )  ピ ッ ト 型 

   地下に丸抗又は角抗を 掘り 下げ、こ の中に形成し たためま すを 設置する か、抗そのも のを

補強し たためま すと する 。一般にコ ン ク リ ート 製と し 、溶湯の種類に応じ た耐火物の内張り

を 施すこ と を 原則と し 、 場合によ っ ては底部に乾燥し たけい砂を 敷く ( 図３ －７ 参照) 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 ( イ ) 槽型 

  杭の深さ に制限のある 場合においては、 縁を 高く し て溶湯があふれ出さ ないよ う にし て、

半地下式の槽を ピ ッ ト 型に準じ て設ける （ 図３ －８ 参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

   ( ウ ) 砂床型 

 炉の周辺にコ ン ク リ ート 床、土間等の広い平面が利用でき る 場合は、溶湯の量を 考慮し て、

十分な広さ を 持つ外周にコ ン ク リ ート その他の耐火材料で堤を 設け、その内部に乾燥し たけ

い砂を 敷き 詰め、 いわゆる 砂床と する ( 図３ －９ 参照) 。  

 

 

 

 

図３ －９  砂床型設備の例 

けい砂 

けい砂 

図３ －８  槽型の設置例 

けい砂 

図３ －７  ピ ッ ト 型の設置例 



( エ ) 堰堤型 

 炉の周辺にコ ン ク リ ート 又は耐火レ ン ガその他の耐火材料で堰を 設ける も のと する ( 図３

－1 0 参照) 。  

 

 
 

  ウ  樋又は溝の形式は、 ピ ッ ト 型、 槽型、 砂床型及び堰堤型のいずれの場合も 、 炉周辺から ため

ま すへ溶湯を 完全に誘導する ため、 樋又は溝を 設ける 。 炉の形状、 配置状況に応じ て溶湯が凝

固し て、 樋又は溝の流出を 阻害する こ と のないよ う 適切な位置、 勾配、 大き さ を 定める も のと

する 。  

 エ ためま す上部には、収容し た溶湯のふく 射熱を 考慮し て、可燃物を 置いてはなら ない。ま た、

必要に応じ 、 適当な遮熱装置を 設ける こ と が望ま し い。  

 オ 水蒸気爆発を 防止する ため、 ためま す等は常に乾燥し た状態でなければなら ない。 も し 、 水

分が存在する と 溶湯が流入し た時に水蒸気爆発を 起こ し て大き い被害を 出す危険がある 。  

 ⑾ 第 1 4 号は、 熱風炉について、 その風道、 即ち加熱さ れた空気等の伝送管について規制する も

1 0 0 ㎜以上 

2 0 0 ㎜以上 

Ｆ Ｌ  

鉄筋コ ン ク リ ート  

耐火レ ン ガ 

控えレ ン ガ壁 

図３ －1 0  堰堤型設置の例 

1 0 0 ㎜以上 

2 0 0 ㎜以上 

耐火レ ン ガ 

鋼板 

型鋼 



のである 。 熱風炉には、 工業用、 家畜飼育用、 植物栽培用など がある 。（ 暖房を 目的と する も の

については、 条例第３ 条の３ の温風暖房機、 乾燥を 目的と する も のについては、 条例第７ 条の乾

燥設備の適用を 受ける 。）  

熱風の発生方式には、 間接式のも のと 直接式のも のと がある 。 間接式のも のは、 燃焼ガス が直

接必要と する 室等に流入し ないで、燃焼のために使用さ れる 空気と は別個に導入さ れた空気を 熱

交換によ っ て暖め、 こ の熱風を 必要と する 室等に伝送する 方式のも のである 。 直接式のも のは、

熱源によ り 暖めら れた空気を その排気ガス と と も に直接必要と する 室等に伝送する 方式のも の

である 。熱源と し ては、都市ガス 、プロ パン ガス 、ガソ リ ン 、灯油、重油等が通常使用さ れる が、

電気を 熱源と する も のは少ないと 考えら れる 。  

ア 本号アの「 風道の炉に近接する 部分」 と は、 炉体の接続部分から 風道の長さ が２ メ ート ル以

内の範囲で、 でき る 限り 炉に近い部分を 言い、 ま た、 ｢防火ダン バー｣と は、 通常延焼を 防止す

る ために、熱風又は火粉を 遮断する 金属製の閉鎖装置であり 、構造については次のと おり であ

る 。  

( ア ) 火災等によ り 温度が上昇し た場合においては、自動的に閉鎖する 構造と する こ と 。こ の場

合、 自動閉鎖の作動温度設定値は、 周囲温度を 考慮し 、 誤動作を 生じ ない範囲ででき る 限

り 低い値と する こ と 。  

   ( イ ) 防火ダン パーは、 厚さ 1 .5 ミ リ メ ート ル以上の鉄板又はこ れと 同等以上の耐熱性及び耐

食性を 有する 不燃材料で造る こ と 。  

 ( ウ ) 閉鎖し た場合に防火上支障のある 隙間が生じ ないこ と 。  

イ  本号イ は、 煙突の規定の内容( 第９ 条第６ 号) と 同様である が、 防火ダン パーの設置規定があ

る ので、 可燃物と の距離については、 煙突の場合に比べてやや緩和し 、 防火ダン パーの２ メ ー

ト ル先ま でに限定し ている 。  

ま た、 ｢金属以外の不燃材料｣と は、 次のも のを いう 。  

   ( ア ) ロ ッ ク ウ ール保温材（ J IS  A9 5 0 4 ）  

   ( イ ) グラ ス ウ ール保温材（ J IS  A9 5 0 5 ）  

   ( ウ ) ケイ 酸カルシウ ム 保温材（ J IS  A9 5 1 0 ）  

   ( エ ) 前( ア )～( ウ )と 同等以上の遮熱性及び耐久性を 有する 不燃材料 

ウ  本号ウ は、 給気口、 すなわち熱交換部分において、 加熱さ れて熱風と なる 空気の取り 入れ口

から じ んあい等が吸入さ れ、 加熱発火し 、 又は火粉等と なっ て、 熱風が必要と さ れる 室内に流

入する こ と を 防止する ための規定である 。 し たがっ て、 給気口の向き を 考慮する と か、 金網を

張る 等によ っ て趣旨に沿う こ と になる 。金網の網目の大き さ と し ては、５ メ ッ シュ 程度よ り 細

目の網が適当である 。  

⑿ 第 1 5 号は、 薪、 石炭、 炭、 たど ん、 練炭等の取灰によ る 火災発生の危険を 排除する ための規

定である 。 ｢防火上有効な底面通気｣と は、 取灰入れの底面から 床等への熱の伝わり を 、 空間を お

く こ と によ っ て小さ く する と と も に、空気の流通によ り 取灰入れの底面及び床等の冷却を 促進す



る こ と を いう 。 こ の底面通気を はかる ための床と の間隔は、 取灰入れの材質、 大き さ 、 取灰の種

類等によ り 一律に決めにく いが、金属製の取灰入れの場合は、少なく と も ５ セン チメ ート ル以上

必要と し 、 前⑷の｢防火上有効な措置｣によ る こ と 。  

 ⒀ 第 1 7 号は、 軽油、 重油、 灯油、 ガソ リ ン 等の液体燃料を 使用する 火気設備を 屋内に設ける 場

合についての規定であ る 。こ の液体燃料は現状では全て危険物に該当する も のである から 、その

貯蔵し 、 又は取り 扱う 数量が、 指定数量以上の場合は、 危険物政令、 危険物規則の規制を 受ける

こ と と なり 、 ま た、 指定数量の５ 分の１ 以上指定数量未満（ 少量危険物） の場合は、 第４ 章第１

節第 3 1 条から 第 3 3 条ま での規定に適合し なければなら ない。  

   火気設備に付属する 燃料タ ン ク のう ち、 少量危険物を 貯蔵する も のについては、 第 3 2 条の４

及び第 3 2 条の５ の規定の適用がある 。 し たがっ て、 それら の燃料タ ン ク は第 3 2 条の４ 第２ 項

第１ 号の適用を 受けて、圧力タ ン ク を 除く タ ン ク にあっ ては水張試験において、圧力タ ン ク にあ

っ ては最大常用圧力の 1 .5 倍の圧力で 1 0 分間行う 水圧試験において、それぞれ漏れ、又は変形

し てはなら ない（ 固体の危険物を 貯蔵し 、 又は取り 扱う タ ン ク は除く 。） こ と と なる ので、 留意

する 必要がある 。 ま た、 燃料タ ン ク は、 火気設備の付属設備と なる も のについて規制さ れる も の

である から 、火気設備と 遠く 離れていて付属設備と 考えら れないも のについては規制さ れないこ

と は当然である 。  

ア 本号アの「 使用中燃料が漏れ、 あふれ、 又は飛散し ない構造」 と は、 地震その他の振動によ

る 燃料液面の揺動があ っ ても 、通気口や通気管から 燃料が飛散し たり 、流出し たり する こ と の

ない構造を いう 。し たがっ て、開放式の燃料層は地震等によ り 飛散又は流出する おそれがある

ため、 ｢使用中燃料が漏れ、 あふれ、 又は飛散し ない構造｣と はいえない。  

イ  本号イ の｢地震等によ り 容易に転倒又は落下し ない構造｣と は、燃料タ ンク を 直接床に設ける

場合は、 床面に堅固に固定する ほか、 架台の上に設ける 場合は次によ る こ と 。  

   ( ア ) 燃料タ ン ク は、 架台と 固定する こ と 。  

   ( イ ) 架台の脚部は、 床面に固定する こ と 。  

   ( ウ ) 架台を 壁面に固定する 場合は、 支え棒等で補強する こ と 。  

ウ  本号ウ は、燃料タ ン ク と たき 口と の間に保有すべき 距離についての規定である が、こ の距離

は、ふく 射熱等の熱的影響及び異常燃焼時等を 考慮し 、火気設備の本体の周囲から ２ メ ート ル

以上の水平距離を 保たなければなら ないが、水平距離２ メ ート ル以内に接近し ていても 、たと

えば、 不燃材料で造ら れた衝立等によ り 有効に遮蔽すれば差し 支えない。  

    ただし 書の｢油温が著し く 上昇する おそれのない燃料タ ン ク ｣と は、室温と 燃料タ ン ク の油温

の最高値と の差が 2 0 度以下で、 かつ、 油温が 4 0 度以下である 場合を いう 。 ただし 、 こ の場

合においても 、 たき 口と の間には 1 .2 メ ート ル以上の距離を 保有する 必要がある 。  

エ 本号エは、 燃料タ ン ク の容量に応じ た厚さ についての規制であ る 。  

なお、 燃料タ ン ク が少量危険物を 収納する タ ン ク に該当する 場合には、 前述し たと おり 、 そ

の厚さ は、第 3 2 条の４ 第２ 項第 1 号の規定によ る こ と になる ので、水張又は水圧試験を 行い、



漏れ又は変形し ないも のでなければなら ない。  

   ( ア )  強度と は、 その材料の引張り 強さ ( 抗張力) を いう も のと し 、 J IS  G3 1 0 1 、 一般構造用圧

延鋼材 S S 4 0 0 （ 引張り 強さ 4 0 0 ニュ ート ン 毎平方ミ リ メ ート ル以上） を 基準と する 。  

   ( イ )  同等以上の強度を 有する 金属板と は、おおむね次の計算式によ り 算出し た数値以上に板圧

を 有する 金属板を いう 。  

 

     ｔ ≧    ×Ｔ  

 

    こ の式において、 ｔ 、 σ及びＴ は、 それぞれ次の値を 表すも のと する 。  

     ｔ ： 使用する 金属板の厚さ ( ミ リ メ ート ル)  

     σ： 使用する 金属材料の引張り 強さ （ ニュ ート ン 毎平方ミ リ メ ート ル以上）  

     Ｔ ： 本号において定める 鋼板の厚さ  

オ 本号オの｢不燃材料で造っ た床｣については、 土間を 含めて運用し て差し 支えない。  

カ 本号キの｢開閉弁｣は、 非常の際、 燃料の供給を 断つために、 燃料タ ン ク の配管に設ける も の

で、 速やかに操作でき る も のなら ば手動式でも 差し 支えない。  

キ 本号ク の｢ろ 過装置｣は、燃料中に含ま れる かす
．．

等の異物が、バーナー等燃焼部分ま で達する

と 異常燃焼を 生じ る ので、 こ れを 予防する ためのも のである 。  

ク  本号ケの｢燃料の量を 自動的に覚知する こ と ができ る 装置｣と は、浮子式計量装置、ガラ ス 管

式計量装置等を いう 。  

ケ 本号コ の「 水抜き ができ る 構造」 と は、 タ ン ク 底部にたま っ た水を 抜く こ と ができ る 構造の

も ので、 タ ン ク 底部にド レ ン コ ッ ク を 設けたも の等を いう 。  

コ  本号サの「 通気管又は通気口」 と は、 タ ン ク 内に燃料を 注入し たり 、 タ ン ク から 燃料を 排出

する 場合にタ ン ク 内の空気の調節のための通気を 図る ためのも のである 。  

シ 本号ス の｢減圧装置｣と は、 例えば安全弁（ リ リ ーフ バルブ） を 設け、 バイ パス パイ プ、 リ タ

ーン パイ プ等によ り 圧力を 減圧する 装置を いう 。  

ス  本号セの｢予熱する 方式の炉｣と は、粘度又は引火点の高い重油等のよ う に燃焼さ せる ために

あら かじ め加熱する こ と が必要な場合、電熱、ス チーム 等によ り 加熱する 方式の炉を いう も の

である 。 ｢直火で予熱し ない構造｣と は、 赤熱体又は炎で直接加熱し ないで、 鋼管、 ス テン レ ス

管、 鉄管等の密閉管に加熱源を 吸収し て加熱する 構造のも のである 。 ま た、 ｢過度の予熱を 防

止する 措置｣と は、 電熱の場合は、 サーモス タ ッ ト によ り 一定温度で電源を 切断する 自動温度

調節装置と 熱源を 切る 過熱防止装置を 設ける こ と を いう 。  

    ス チーム の場合は、蒸気圧又は可溶金属を 使用し てコ ッ ク を 開閉する 等の方法を いう 。ただ

し 、 人が常時監視し ている も のにあっ ては、 温度検出装置に代える こ と ができ る 。  

⒁ 第 1 8 号は、 液体燃料又は気体燃料の蒸気又はガス の滞留によ る 爆発危険を 排除する ために、

火気設備に多量の未燃ガス 又は蒸気が滞留する よ う なく ぼみの部分のない構造を 要求する と と

σ

4 0 0



も に、 開閉の可能な金属製の小さ な窓、 耐熱性ガラ ス ののぞき 窓等を 設ける こ と によ っ て、 燃焼

状況を 確認でき る 構造と する こ と を 規定し ている 。 ま た、 配管については、 次によ る こ と 。  

ア 本号アの「 配管」 については、 原則的には金属管でなければなら ない。 し たがっ て、 やむを

得ず移動又は曲がり を 必要と する 場合は、配管に熱の影響を 受ける おそれがないも のであっ て

も 、 機械的強度、 耐熱性等の弱いゴ ム 、 ビ ニール等は使用せず、 可と う 性金属管を 使用する こ

と 。  

イ  本号イ の「 ねじ 接続」 と は、 図３ －1 1 のよ う にねじ によ っ て配管を 接続する 方法を いう 。 

ま た、「 フ ラ ン ジ接続」 と は、 図３ －1 2 のよ う にフ ラ ン ジ管継手によ っ て配管を 接続する 方

法を いう 。  

図３ －1 1  ねじ 接続 

 

 

図３ －1 2  フ ラ ン ジ接続 

 

 ⒂ 第 1 8 号の２ 柱書の「 必要に応じ 」 と は、 火気設備の形態や燃焼方式等によ っ ては、 必ずし も

こ れら の安全装置を 設ける 必要がないも のも ある ため、個々の設備に応じ た安全装置を 設ける こ

と を いう も のである 。  

   なお、 安全装置が設けら れていない設備にあ っ ても 、 ( 一財) 日本燃焼機器検査協会、 ( 一財)

日本ガス 機器検査協会又はその他の認定検査機関が適合・ 認証し たも のについては、こ れら の安

全装置が設けら れたも のと 同等の安全性を 有する も のと みなし て差し 支えない。  

ア 本号アの｢炎が立ち消えた場合等において安全を 確保でき る 装置｣と は、点火時、再点火時の

不点火、 立ち消え等によ る ト ラ ブルを 未然に防止する 装置又はシス テム で、 J IS  S 2 0 9 1 家庭

用燃焼機器用語に示す「 点火安全装置」 又は｢立消え安全装置｣を 指すも のであり 、 具体的には

次に示すも のと 同等以上の防火安全性を 有する と 認めら れる 構造のも のであ る こ と が必要で

ある 。  

   ( ア ) ｢点火安全装置｣と は、 液体燃料を 使用する 火気設備に設ける も ので， J IS  S 3 0 3 0 石油燃

焼機器の構造通則に示すと おり 、バルブの開閉操作、送風機の運転及び電気点火操作の順序



に係わら ず、点火装置の通電前に燃料の流出がなく 、安全に点火でき る 構造のも のである か、

又は通電前に燃料流失がある も のについては、 自動的に、 かつ、 安全に点火でき る 構造のも

のである こ と  ( 図３ －1 3 参照) 。  

図３ －1 3  点火安全装置の例（ フ レ ーム アイ によ る も の）  

 

 

 

   ( イ ) 「 立消え安全装置」 と は、 気体燃料を 使用する 火気設備に設ける も ので、 J IS  S 2 0 9 2 家

庭用ガス 燃焼機器の構造通則に示すと おり 、 パイ ロ ッ ト バーナーなど が点火し ない場合及

び立消え、 吹消えなど によ っ て燃焼し ない場合に、 バーナーへのガス 通路を 自動的に閉ざ

し 、 ま た、 炎検出部が損傷し た場合には、 自動的にバーナーへのガス 通路を 閉ざすも ので

あ り 、 さ ら に、 炎検出部は、 パイ ロ ッ ト バーナーなど と の関係位置が通常の使用状態で変

化する こ と のないよ う に保持さ れている 構造のも のである こ と ( 図３ －1 4 参照) 。  

 

図３ －1 4  立消え安全装置の例（ 熱伝対によ る も の）  

（ 不使用時）  

 
（ 使用時）  

 

 

   ( ウ ) J IS の適用設備以外の設備に設ける 点火安全装置及び立消え安全装置についても 、上記の

（ 使用時）  

CdS  

フ レ ーム アイ ボディ  

 

 

電磁弁ユニッ ト  

電磁石 鉄片 安全バルブ ブッ シュ ロ ッ ド  

ガス  

熱電対 

熱電対 

電磁石 鉄片 安全バルブ ブッ シュ ロ ッ ド  

ガス  
パイ ロ ッ ト へ 

押す 

パイ ロ ッ ト 炎 

電磁弁ユニッ ト  



も のと 同等以上の安全性を 確保でき る 構造のも のが必要である 。  

イ  本号イ の｢点火前及び消火後に自動的に未燃ガス を 排出でき る 装置｣と は、未燃ガス が火気設

備内に滞留し た場合、再点火の際に爆燃等の事故を 引き 起こ す恐れがある ため、点火前及び消

火後に火気設備内に滞留し ている 未燃ガス を 火気設備外に排出さ せ、事故を 未然に防止する 装

置で， J IS  S 2 0 9 1 に示す｢プレ パージ｣及び｢ポス ト パージ｣を 指すも のである 。  

    ま た、 J IS の適用設備以外の設備に設ける 場合においても 、 上記と 同様な機能を 有する 装置

でなければなら ない。  

ウ  本号ウ の｢温度が過度に上昇し た場合において自動的に燃焼を 停止でき る 装置｣と は、燃焼機

器本体又は周辺の壁・ 床等の温度が、規定温度以上の温度になる こ と を 防止する 装置又はシス

テム で J IS  S 2 0 9 1 に示す「 過熱防止装置」 を 指すも のであり 、 具体的には次に示すも のと 同

等以上の防火安全性を 有する も のと 認めら れる 構造のも のであ る こ と が必要であ る ( 図３ ―

1 5 ,1 6 参照)。  

   ( ア ) 液体燃料を 使用する 火気設備に設ける 過熱防止装置は、 J IS  S 3 0 3 0 に示すと おり 、 規定

温度以上に温度が上昇し たと き 自動的に燃焼を 停止し 、自動的に復帰し ない構造のも のであ

る こ と 。 ま た、 パイ ロ ッ ト 燃焼と なる も のにあっ ては、 燃焼を 継続し ても よ いが危険な状態

になっ てはなら ないも のである こ と 。  

   ( イ ) 気体燃料を 使用する 火気設備に設ける 過熱防止装置は、 J IS  S 2 0 9 2 に示すと おり 、 機器

本体又は機器周辺が過熱する 以前に自動的にバーナーへのガス 通路を 閉ざし 、ま た、温度が

平常に戻っ ても 自動的にバーナーへのガス 通路が再開し ない構造のも のである こ と 。  

   ( ウ ) 電気を 熱源と する 設備に設ける 過熱防止装置（ 本条第 1 項第 1 9 号イ ） 及び J IS の適用

設備以外の設備に設ける 過熱防止装置についても 、規定温度以上に温度が上昇し たと き に自

動的に熱源を 停止し 、 自動的に復帰し ない構造のも のである こ と 。  

 

図３ －1 5  過熱防止装置の例（ バイ メ タ ルによ る も の）  

 
 

  

正常時  加熱時 

 

 

 

 

加熱 

リ ード 線 リ ード 線 

バイ メ タ ル バイ メ タ ル 

電気回路接点 ON 電気回路接点 OFF 

感熱部 感熱部 



図３ －1 6  過熱防止装置の例（ 温度ヒ ュ ーズによ る も の）  

 

 

  エ 本号エの「 停電時において自動的に燃焼を 停止でき る 装置」 と は、 燃焼中停電し た場合及び

再通電し た場合のト ラ ブルを 未然に防止する 装置又はシス テム で J IS  S 2 0 9 1 に示す「 停電安

全装置」 を 指すも のであり 、具体的には次に示すも のと 同等以上の安全性を 有する 構造のも の

である こ と が必要であ る 。  

   ( ア ) 液体燃料を 使用する 火気使用設備の停電安全装置は、 J IS  S 3 0 3 0 に示すと おり 、 使用中

停電し た場合、 燃焼を 停止し 、 停電時間の長短にかかわら ず、 再通電し た場合でも 危険がな

い構造のも のである こ と 。 ただし 、 停電時の危険を 防止でき る 構造のも のは、 燃焼を 停止し

なく てよ い。  

   ( イ ) J IS の適用設備以外の設備に設ける 停電安全装置についても 、上記のも のと 同等以上の安

全性を 確保でき る 構造のも のである こ と 。  

 ⒃ 第 1 8 号の３ は、 ス ペース の効率を 生かすため、 ガス 配管、 計量器等を 電気配線等の電気設備

が同一のパイ プシャ フ ト やピ ッ ト 内等の隠ぺい場所に設置する こ と が多く なり 、経年変化や地震

等によ っ て、 万一、 燃料が漏れて滞留し た場合、 電気設備の開閉器、 過電流遮断器、 コ ン セント

等の火花によ り 出火する おそれがある ため、 原則と し て、 気体燃料を 使用する 火気設備の配管、

計量器等の附属設備は、火花の発生する おそれのある 電気設備が設けら れている パイ プシャ フ ト

等の隠ぺい場所に設けないよ う に規定し たも のである 。  

  ア 次のいずれかの条件を 満足し た場合、「 パイ プシャ フ ト 、 ピ ッ ト その他の漏れた燃料が滞留

する おそれのある 場所」（ 以下「 パイ プシャ フ ト 等」 と いう 。） に該当し ない場所と し て取り 扱

っ て差し 支えない。  

   ( ア ) パイ プシャ フ ト 等が、 直接、 外気（ 開放廊下を 含む。） に面し ており 、 当該パイ プシャ フ

ト 等の上部及び下部に有効な換気孔が設けら れている 場合 

     なお、 開放廊下の開放性の判断については、「 ガス 機器の設置基準及び実務指針」（（ 一財）

日本ガス 機器検査協会発行）（ 開放廊下等の条件） を 準用する 。 ま た、 有効な換気口と は、

扉の上部及び下部にそれぞれ有効開口 1 0 0 平方セン チメ ート ル以上の面積を 確保する こ と

（ 図３ －1 7 参照）。  

 

 

金属ケース  円板 星形接点 ス プリ ン グ A リ ード 線 A 

密封樹脂 ス プリ ン グ B 感温ペレ ッ ト  

リ ード 線 B 

磁気碑管 



図３ －1 7  パイ プシャ フ ト 等の扉に設ける 開口部の例 

二重管式（ 例）  

 
 

二本管式（ 例）  

 

 

   ( イ ) パイ プシャ フ ト 等に、ガス 配管と 電気設備が併設さ れる 場合であっ ても 、ガス 配管が貫通

する のみで、ガス 附属設備（ ガス メ ータ ー又はガス 開閉器等を いう 。以下「 ガス メ ータ ー等」

と いう 。） が設置さ れていない場合 

   ( ウ ) パイ プシャ フ ト 等に、ガス メ ータ ー等と 電気設備が併設さ れる 場合であっ ても 、設置さ れ

る 電機設備が積算電力量計又はケーブルのみの場合 

     ま た、 ケーブルに分岐部がある 場合には、 イ ( ｲ) によ る こ と 。  

  イ  「 電気設備に防爆工事等の安全措置を 講じ た場合」と は、開閉器、コ ン セン ト 等にあっ ては、

安全増防爆構造（ 正常な運転状態であ れば、 火花若し く はアーク を 発し 、 又は高温と なる こ と

を 防止する ため構造上特に安全度を 増し た構造を いう 。） にする こ と を いい、 ま た、 配線にあ

っ ては、「 電気設備に関する 技術基準を 定める 省令」（ 昭和 4 0 年６ 月 1 5 日通商産業省令第

6 1 号） 第 1 9 4 条の金属管工事又は電気設備技術基準第 2 0 1 条のケーブル工事と し たう え、

さ ら に次の措置を 講じ た場合を いう 。  

   ( ア ) 金属管工事によ る 場合 

    ａ  金属管相互、 金属管と ボッ ク ス 等と の接続は、 ５ 山以上のねじ 接続、 その他こ れと 同等

以上の方法によ り 、 堅ろ う に接続する こ と 。  

    ｂ  電線を 接続する 場合は、安全増防爆構造以上の防爆性能を 有する 接続箱を 用いる か、こ
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れと 同等以上の方法によ る こ と 。  

   ( イ ) ケーブル工事によ る 場合 

     ケーブルを 接続する 場合は、安全増防爆構造以上の防爆性能を 有する 接続箱を 設け、通線

部分は防じ んパッ キン 方式又は防じ ん固着式によ り 処理する か、又はこ れと 同等以上の方法

によ る こ と 。  

     なお、 次の条件を 満たすも のは、「 こ れと 同等以上の方法」 と し て取り 扱っ て差し 支えな

い。  

    ａ  分岐部の構造は、 次のと おり と する 。  

     ⒜ 幹線と 分岐の導体接続は、 圧着又は圧縮方式と する こ と （ 図３ －1 8 参照）。  

     ⒝ 導体接続部は、幹線ケーブルと 同等以上の厚さ で絶縁被覆処理を 行い、ｂ の特性を 満

足する 構造である こ と 。  

     ⒞ 分岐部は、 J IS  C3 0 0 5 （ ゴ ム ・ プラ ス チッ ク 絶縁電線試験方法）、 2 5 難燃に規定す

る 試験を 行っ たと き 、 こ れに適合する も のである こ と 。  

    ｂ  分岐部の特性は、 次のと おり と する 。  

     ⒜ 分岐部は、 J IS  C3 0 0 5 （ ゴ ム ・ プラ ス チッ ク 絶縁電線試験方法） １ 、 ８ 耐電圧、 ⑴

水中に規定する 試験を 行っ た場合、電気設備に関する 技術基準を 定める 省令第９ 条の規

定によ る 告示第５ 条（ 低圧ケーブルの規格）第１ 項第４ 号イ を 満足する こ と 。こ の場合、

試験電圧は幹線ケーブルの値を 適用する こ と 。  

     ⒝ 分岐部の電気抵抗は、 直流 5 0 0 ボルト の絶縁抵抗計を 用いて測定し た場合 5 0 メ グ

オーム 以上である こ と 。  

    ｃ  分岐部の表示は、 分岐部から １ メ ート ル以内に製造業者名（ 略号又は登録商標でも よ

い。） を 表示する こ と 。  



 

図３ －1 8  分岐部接続部の例 

 
 

記号 品   名 備   考 

① 幹線ケーブル  

② 分岐ケーブル  

③ 分岐接続ス リ ープ 圧着又は圧縮方式 

④ 絶縁被覆処理 幹線ケーブル（ 絶縁シース 圧） 以上で処理 

 

 ⒄ 第 1 9 号は、 電気を 熱源と する 炉の規定である 。 電気を 熱源と する 炉には、 ニク ロ ム 線等の発

熱体を 利用する も の、加熱さ れる べき 物質に直接電流を 通じ て加熱する も の及び高周波電流を 利

用し て、 加熱さ れる べき 物質に過電流又は誘導体損失によ る 発熱を 発生せし める も のがある 。  

  ア 同号アの「 電線の耐熱性を 有する も の」 と は、 不燃材料で被覆し たも のに限ら ず、 一般に用

いら れる 裸電線であ っ ても 炉から 受ける 熱に耐える 場合は差し 支えない。 ま た、「 接続器具の

耐熱性を 有する も の」 は、 陶磁器製のも のが一般的である 。  

    「 短絡を 生じ ない措置」 と し ては、 電線を 碍管に納める こ と 、 電線間の距離を と る と と も に

電線の支持点の間隔を 狭く し てたる みのないよ う にする こ と 等があ る 。  

  イ  同号イ の「 温度が過度に上昇し た場合において自動的に熱源を 停止でき る 装置」 と は、 本解

説⒂ウ の過熱防止装置と 同等のも のである 。  

４  第２ 項は、 炉の管理を 規定し たも のである 。  

⑴ 第２ 号の「 点検」 は、 火気設備の位置、 構造、 使用燃料等に応じ て行う べき である 。 点検に当

たっ ては、 特に火災予防上亀裂、 破損、 磨耗及び漏れについて留意する と と も に、 外部点検は、

毎日の始業時及び終業時はも ちろ んのこ と 日常随時行う のが望ま し い。こ の点検の結果、不良な

個所を 発見し たと き は、 直ちに補修整備し なければなら ない。  

⑵ 第３ 号は、設置時点においては安全性が確保さ れていた火気設備であっ ても 、設置後の保守管

理のいかんによ っ ては火災発生につながる こ と から 、当該設備の点検及び設備を 、十分な知識及

び技能を 有する 者に行わせる べき こ と を 定めたも のである 。  



   こ の点検及び整備は、 従来「 熟練者」 に行わせる こ と と 規定さ れていたと こ ろ である が、 点検

及び整備を 行う べき 者の明確化及び一般への周知を はかる ため、「 必要な知識及び技能を 有する

者」 に該当する 者を 消防長が指定し 、こ の指定を 受けた資格を 有する 者に必要な点検及び整備を

行わせる べき こ と を 規定し たも のである 。  

   「 必要な知識及び技能を 有する 者」 については、 本号の規定に基づき 、「 必要な知識及び技能

を 有する 者の指定」（ 平成４ 年７ 月１ 日広島市消防局告示第１ 号（ 以下「 消防局告示第１ 号」 と

いう 。）（ 別添資料１ ） によ り 、 設備、 器具の種類に応じ て指定し ている 。  

ア 消防局告示第１ 号の「 当該設備（ 器具） の点検及び整備に関し こ れら と 同等以上の知識及び

技能を 有する 者」 については、 メ ーカーの技術部門、 サービ ス 会社の修理部門等に所属する 職

員で点検及び整備に関し 相当の知識及び技能を 有し ている も の等が該当する 。  

なお、こ れに該当する 場合においても 、消防局告示第１ 号に列挙さ れている 資格を 取得する

こ と が望ま し い。  

  イ  消防局告示第１ 号の「 必要な知識及び技能を 有する 者」 が行う べき 点検及び整備の範囲につ

いては、使用者が行う 日常的な点検及び整備を いう も のでなく 、一般の使用者が行う こ と が安

全上好ま し く ないと 考えら れる 比較的重要な部分及び部品の点検整備を いい、液体燃料を 使用

する 火気設備並びに付属設備にあっ ては、おおむね表３ －６ に掲げる 部分及び部品の点検及び

整備がこ れに当たる も のである 。  

 

表３ －６  液体燃料を 使用する 火気設備に係る「 必要な知識及び技能を 有する 者」 が行う べ

き 点検・ 整備の範囲 

大 分 類 小     分     類 

送風に関する も の 燃焼用送風機（ フ ィ ルタ ーを 除く 。）  

温風用送風機（ ガード を 除く 。）  

点火・ 燃焼に関する も の 油量調節器 

油ポン プ 

ノ ズル 

バーナー（ し ん式を 除く 。）  

点火変圧器 

点火電極 

点火ヒ ータ ー（ 乾電池を 電源と する も のを 除く 。）  

熱交換器 

安全装置に関する も の 炎監視装置 

制御機構 

温度調節器 

点火安全装置 

プレ パージ、 ポス ト パージ 

過熱防止装置 



停電時安全装置 

空たき 防止装置 

対震自動消火装置 

油タ ン ク 、 燃料配管に関する も の 油タ ン ク （ し ん式及びカート リ ッ ジ式を 除く 。）  

電磁弁 

燃料配管 

燃料バルブ 

電装品類 ス イ ッ チ類 

ラ ン プ類 

タ イ マー類 

ヒ ュ ーズ類 

その他 消音器 

 

 ⑶ 第４ 号は、構造上、機能上使用する こ と が予定さ れている 燃料を 使用すべき こ と を 命じ たも の

であっ て、 使用する こ と によ っ て火災危険を 生じ ない燃料ま でを 禁止する 意図ではない。  

  例えば、薪かま ど に灯油バーナーを 使用する こ と 、灯油バーナーのかま ど にガソ リ ン を 使用す

る こ と 等は不適当であ る が、 石炭かま ど に薪を 使用する こ と は差し 支えない。  

 ⑷ 第５ 号は、 本来的性質と し て水分の多い重油又はス ラ ッ ジ（ かす） の多い重油等を 使用する た

め、 燃焼が均一に行われず、 常に調節を 必要と する 場合、 その他燃焼装置の機能が劣化し た場合

等に対処し て、 使用中監視人を 置く こ と を 命じ たも のである 。 ただし 書の「 異常燃焼を 防止する

ために必要な措置」 と は、 燃焼監視装置、 電磁弁等を 連動さ せた燃料の供給を 停止する 装置であ

る 。  

⑸ 第６ 号は、 燃料槽又は燃料容器よ り の燃料の噴出又は溢出を 防止する ための規定である 。  

「 遮光」 は、 特にプロ パン ガス 容器等に対する も のである 。 なお、「 遮光」 と は、 日光の直射

を 遮る こ と と 解すべき である 。し たがっ て、こ の趣旨から 考えて、遮光を 要する も のについては、

同時に、 熱源よ り 十分な距離を 保つべき こ と は当然なこ と である 。  

 

５  第３ 項は、 多量の火気を 使用する 設備から 出火し た際の延焼拡大を 防止する 対策と し て、 入力

3 5 0 キロ ワ ッ ト 以上の炉について、 不燃材料で造っ た壁、 柱、 床及び天井で区画さ れ、 開口部に

防火設備である 防火戸を 設けた室内（ 専用不燃区画室） に設ける べき こ と と し たも のである 。  

なお、こ の規定は、第３ 条の２ から 第７ 条の２ ま で及び第８ 条の２ に掲げる 設備について準用さ

れている 。  

 ⑴ 「 窓及び出入口等に防火戸を 設けた室内に設ける こ と 」 と は、 窓及び出入口等の開口部に、 常

時閉鎖状態を 保持し て直接手で開く こ と ができ 、かつ、自動的に閉鎖する 防火設備である 防火戸

を 設けた専用の室に設ける こ と を いう も のである 。なお、同様の構造で不燃区画さ れた機械室等

は、 専用の不燃区画室と し て取り 扱う こ と ができ る 。 ま た、 使用形態上常時閉鎖が困難な場合に



おいては、火災によ り 煙が発生し た場合又は火災によ り 温度が急激に上昇し た場合のいずれかの

場合に、 自動的に閉鎖する 構造のも のを 設ける こ と と し ても よ い。  

 ⑵ 「 炉の周囲に有効な空間を 保有する 等防火上支障のない措置」 と は、 条則第４ 条の２ に定める

と おり である 。 なお、 不燃材料で造っ た防火上有効な塀等も 、 同条第２ 号の「 不燃材料で造ら れ

た外壁等」 と し て取り 扱っ て差し 支えない。 こ の場合、 塀等の大き さ は、 炉の幅及び高さ 以上と

する こ と 。  

 ⑶ 第３ 項の規定の適用に当たっ ては、各火気設備単体の入力について判定する も のであ る が、同

一場所に２ 以上の火気設備を 相互の距離５ メ ート ル以内（ 屋外にあっ ては、 ３ メ ート ル以内） に

近接し て設置する 場合にあっ ては、各火気設備の入力の合計によ り 、専用不燃区画室に設置する

か、 上記の「 炉の周囲に有効な空間を 保有する 等防火上支障のない措置」 と 同様な措置を 講じ る

こ と （ 図 3 －1 7 参照）。  

 
 

６  第４ 項は、液体燃料を 使用する 火気設備は、指定数量の５ 分の１ 以上指定数量未満の危険物を 使

用する 場合には、 第 3 1 条及び第 3 2 条の２ から 第 3 2 条の５ ま での適用を 受ける のは当然である

が、 指定数量の５ 分の１ 未満であ っ ても 準用さ れる こ と を 規定し ている も のであ る 。 ただし 、 第

3 2 条の４ 第２ 項第１ 号から 第３ 号ま で及び第８ 号の規定については準用から 除かれている ので、

当該事項については本条第１ 項第 1 7 号ア、 エ、 キ及びシによ る こ と 。  

図 3 －1 9  同一場所に２ 以上の設備を 相互の距離５ メ ート ル以内（ 屋外においては３ メ ート

ル以内） に近接し て設置する 場合 

炉 

1 2 0 kW 

炉 

2 3 0 kW 

5 （ 3 ） m 以下 
左記の範囲内に設置さ れて いれば、

入力を 合算する 。  

（  ） は屋外設置の場合 

炉 炉 炉 炉 

5 （ 3 ） m 以上 

5 （ 3 ） m 以上 

周囲に有効な空間を 保有する 例 専用不燃区画室に設置する 例 

上方 1 0 ｍ （ ５ ） m 以上 

不燃材料 防火設備であ る

防火戸 


